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付則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）に基づき、指定居宅サービス事業者等の指定の要件、指定地域密着型

介護老人福祉施設及び指定介護老人福祉施設の入所定員、指定居宅サービス

及び基準該当居宅サービス（以下「指定居宅サービス等」という。）の事業

の人員、設備及び運営に関する基準、指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準、指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援（以

下「指定居宅介護支援等」という。）の事業の人員及び運営に関する基準、

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準、介護老人保健施

設の施設、人員、設備及び運営に関する基準、介護医療院の施設、人員、設

備及び運営に関する基準、指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サー

ビス（以下「指定介護予防サービス等」という。）の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果



 

的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援及び基準該当介護予防支

援（以下「指定介護予防支援等」という。）の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

並びに地域包括支援センターの包括的支援事業を実施するために必要な基準

を定めるものとする。 

（平２６条例９・平３０条例３７・一部改正） 

（用語） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例によ

る。 

第２章 指定居宅サービス事業者等の指定の要件 

（指定居宅サービス事業者等の指定の要件） 

第３条 法第７０条第２項第１号（法第７０条の２第４項（法第７８条の１２、

第１１５条の１１、第１１５条の２１及び第１１５条の３１において準用す

る場合を含む。）において準用する場合を含む。）の条例で定める者は、法

第７０条第３項に規定する厚生労働省令で定める基準によることとする。 

２ 法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、同条第５項に規定する

厚生労働省令で定める基準によることとする。 

３ 法第７９条第２項第１号（法第７９条の２第４項において準用する場合を

含む。）の条例で定める者は、法第７９条第３項に規定する厚生労働省令で

定める基準によることとする。 

４ 法第１１５条の２第２項第１号の条例で定める者は、同条第３項に規定す

る厚生労働省令で定める基準によることとする。 

５ 法第１１５条の１２第２項第１号の条例で定める者は、同条第３項に規定

する厚生労働省令で定める基準によることとする。 

６ 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、同条第３項に規定

する厚生労働省令で定める基準によることとする。 

（平２６条例９・一部改正） 

第３章 指定地域密着型介護老人福祉施設及び指定介護老人福祉施設の

入所定員 



 

（入所定員） 

第４条 法第７８条の２第１項に規定する条例で定める数は、２９人以下とす

る。 

２ 法第８６条第１項に規定する条例で定める数は、３０人以上とする。 

第４章 介護サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

第１節 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（この節の趣旨） 

第５条 法第４２条第１項第２号の規定により条例で定める基準該当居宅サー

ビスの事業の基準並びに法第７２条の２第１項各号並びに第７４条第１項及

び第２項の規定により条例で定める指定居宅サービスの事業の基準は、この

節に定めるところによる。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（一般原則） 

第６条 指定居宅サービス等の事業を行う者（以下「指定居宅サービス等事業

者」という。）は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に

立ったサービスの提供に努めなければならない。 

２ 指定居宅サービス等事業者は、指定居宅サービス等の事業を運営するに当

たっては、地域との結び付きを重視し、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、

他の居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）

その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めな

ければならない。 

３ 指定居宅サービス等事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

４ 指定居宅サービス等事業者は、指定居宅サービス等を提供するに当たって

は、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平３０条例３７・令３条例２０・一部改正） 

（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準） 



 

第７条 前条及び第１１条に定めるもののほか、指定居宅サービス等の事業の

基準は、法第４２条第２項、第７２条の２第２項及び第７４条第３項に規定

する厚生労働省令で定める基準によることとする。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（非常災害対策） 

第８条 前条の規定にかかわらず、別表第１の指定居宅サービス等の事業の項

に掲げる事業者は、火災、風水害、地震等の非常災害の種類ごとに具体的な

計画を定め、非常災害時における関係機関への通報体制及び関係機関との連

携体制を整備し、これらを定期的に従業者に周知するとともに、非常災害時

における避難、救出等の訓練を定期的に行わなければならない。 

（地域との連携等） 

第９条 第７条の規定にかかわらず、指定居宅サービス等事業者はその事業の

運営に当たっては、当該指定居宅サービス等事業者の事業所が所在する地域

の自治会等の地縁による団体（次項において「自治会等」という。）に加入

するなど、地域住民及びその自発的な活動等（以下この項において「地域住

民等」という。）との連携、協力等により地域との交流に努めるとともに、

地域住民等に対し、当該指定居宅サービス等の事業の内容を周知するよう努

めなければならない。 

２ 別表第１の指定居宅サービス等の事業の項に掲げる事業者は、自治会等と

非常災害時における協力体制を構築するよう努めなければならない。 

（サービスの提供に関する記録の整備） 

第１０条 第７条の規定にかかわらず、指定居宅サービス等事業者は、別表第

２の１ 指定居宅サービス等の事業の表の左欄に掲げるサービスの種類に応

じ、同表の右欄に掲げる記録については、それぞれのサービスの提供に対す

る保険給付の支払の日から５年間保存しなければならない。 

（暴力団員等の排除） 

第１１条 指定居宅サービス等事業者は、次の各号のいずれかに該当してはな

らない。 

（１） 当該指定居宅サービス等事業者（その者が法人である場合にあって



 

は、その役員等）又は管理者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日か

ら５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」とい

う。）であること。 

（２） 暴力団員等をその事業所（当該指定に係る事業所をいう。次号にお

いて同じ。）の業務に従事させ、又は当該業務の補助者として使用してい

ること。 

（３） 暴力団員等によりその事業所の運営について支配を受けていると認

められること。 

（４） 福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号。以下この

条において「県条例」という。）第２３条第１項の規定により県条例第２

２条第１項の勧告（県条例第１５条第２項、第１７条の３、第１９条第２

項又は第２０条第２項の規定に違反する行為に係るものに限る。）に従わ

なかった旨の公表をされ、当該公表をされた日から起算して２年を経過し

ていないこと。 

（５） 管理者又は役員等が前号に規定する公表をされ、当該公表をされた

日から起算して２年を経過していない者であること。 

（６） 県条例第２５条第１項第３号に該当することにより罰金の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算

して５年を経過していないこと。 

（７） 管理者又は役員等が県条例第２５条第１項第３号に該当することに

より懲役又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなった日から起算して５年を経過していない者であること。 

（令３条例２０・一部改正） 

第２節 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準 

（この節の趣旨） 

第１２条 法第７８条の２の２第１項各号並びに第７８条の４第１項及び第２



 

項の規定により条例で定める指定地域密着型サービスの事業の基準は、この

節に定めるところによる。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（一般原則） 

第１３条 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重し

て、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営

するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市町村、他の地域密着型サ

ービス事業者又は居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サ

ービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の

ため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施す

る等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに

当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他

必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（令３条例２０・一部改正） 

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準） 

第１４条 前条及び第１６条（第１１条の規定を準用する場合に限る。）に定

めるもののほか、指定地域密着型サービスの事業の基準は、法第７８条の２

の２第２項及び第７８条の４第３項に規定する厚生労働省令で定める基準に

よることとする。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（地域との連携等） 

第１５条 第１４条の規定にかかわらず、別表第３の指定地域密着型サービス

の事業の項に掲げる事業者は、その運営に当たっては、当該事業を行う事業

所が所在する地域の自治会等の地縁による団体に加入するなど、地域住民及

びその自発的な活動等（以下この条において「地域住民等」という。）との

連携、協力等により地域との交流を図るとともに、当該事業所内に地域住民



 

等と交流するための場所を設けるよう努めなければならない。 

（準用） 

第１６条 第８条から第１１条までの規定は、指定地域密着型サービスの事業

について準用する。この場合において、第８条中「前条」とあり、並びに第

９条第１項及び第１０条中「第７条」とあるのは「第１４条」と、第８条及

び第９条中「指定居宅サービス等の事業」とあるのは「指定地域密着型サー

ビスの事業」と、第９条第１項中「指定居宅サービス等事業者は」とあるの

は「指定地域密着型サービス事業者（別表第３の指定地域密着型サービスの

事業の項に掲げる事業者を除く。以下この項において同じ。）は」と、同項

中「指定居宅サービス等事業者の」とあるのは「指定地域密着型サービス事

業者の」と、第１０条並びに第１１条各号列記以外の部分及び第１号中「指

定居宅サービス等事業者」とあるのは「指定地域密着型サービス事業者」と、

第１０条中「別表第２の１ 指定居宅サービス等の事業」とあるのは「別表

第２の２ 指定地域密着型サービスの事業」と読み替えるものとする。 

第３節 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

（平２６条例９・追加） 

（この節の趣旨） 

第１６条の２ 法第４７条第１項第１号の規定により条例で定める基準該当居

宅介護支援の基準並びに法第８１条第１項及び第２項の規定により条例で定

める指定居宅介護支援の事業の基準は、この節に定めるところによる。 

（平２６条例９・追加） 

（基本方針） 

第１６条の３ 指定居宅介護支援等の事業は、要介護状態となった者が可能な

限りその居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援等の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サ

ービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して

行われるものでなければならない。 



 

３ 指定居宅介護支援等の事業を行う者（以下「指定居宅介護支援等事業者」

という。）は、指定居宅介護支援等の提供に当たっては、利用者の意思及び

人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、及び利用者に提供される指定居宅

サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス等の事業者に不当に偏

することのないよう公正かつ中立に行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援等事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包

括支援センター、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の

２第１項に規定する老人介護支援センター（第３６条第４項において「老人

介護支援センター」という。）、他の指定居宅介護支援等事業者、指定介護

予防支援等の事業を行う者（以下「指定介護予防支援等事業者」という。）、

介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指

定特定相談支援事業者（第３６条第４項において「指定特定相談支援事業者」

という。）等との連携に努めなければならない。 

５ 指定居宅介護支援等事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援等事業者は、指定居宅介護支援等を提供するに当たって

は、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平２６条例９・追加、令３条例２０・一部改正） 

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準） 

第１６条の４ 前条及び次条（第９条第１項及び第１１条の規定を準用する部

分に限る。）に定めるもののほか、指定居宅介護支援等の事業の基準は、法

第４７条第２項及び第８１条第３項に規定する厚生労働省令で定める基準に

よることとする。 

（平２６条例９・追加） 

（準用） 

第１６条の５ 第９条第１項、第１０条及び第１１条の規定は、指定居宅介護



 

支援等の事業について準用する。この場合において、第９条第１項中「第７

条の規定にかかわらず、指定居宅サービス等事業者」とあるのは「指定居宅

介護支援等事業者」と、「指定居宅サービス等事業者の」とあるのは「指定

居宅介護支援等事業者の」と、「指定居宅サービス等の事業」とあるのは「指

定居宅介護支援等の事業」と、第１０条中「第７条」とあるのは「第１６条

の４」と、同条並びに第１１条各号列記以外の部分及び第１号中「指定居宅

サービス等事業者」とあるのは「指定居宅介護支援等事業者」と、第１０条

中「別表第２の１ 指定居宅サービス等の事業」とあるのは「別表第２の３ 

指定居宅介護支援等の事業」と読み替えるものとする。 

（平２６条例９・追加） 

第４節 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 

（平２６条例９・旧第３節繰下） 

（この節の趣旨） 

第１７条 法第８８条第１項及び第２項の規定により条例で定める指定介護老

人福祉施設の基準は、この節に定めるところによる。 

（指定介護老人福祉施設の基本方針） 

第１８条 指定介護老人福祉施設（ユニット型指定介護老人福祉施設（施設の

全部において少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活室（当

該居室の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をいう。付則第

５項において同じ。）により一体的に構成される場所（次条第１項及び付則

第５項において「ユニット」という。）ごとに入居者の日常生活が営まれ、

これに対する支援が行われる指定介護老人福祉施設をいう。次条及び付則第

５項において同じ。）を除く。以下この条及び付則第３項において同じ。）

は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を

念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談、援助、社会生活上の便

宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話

を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるようにすることを目指すものでなければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の



 

立場に立って指定介護福祉施設サービスの提供に努めなければならない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域及び家庭と

の結び付きを重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者（居宅介護

支援事業を行う者をいう。以下同じ。）、居宅サービス事業者、他の介護保

険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければならない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講じなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスを提供するに当たっ

ては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な

情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平２８条例３１・平３０条例３７・令３条例２０・一部改正） 

（ユニット型指定介護老人福祉施設の基本方針） 

第１９条 ユニット型指定介護老人福祉施設は、入居者一人一人の意思及び人

格を尊重し、施設サービス計画に基づき、入居者の居宅における生活への復

帰を念頭に置いて、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続したも

のとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係

を築き、自律的な日常生活を営むことを支援しなければならない。 

２ ユニット型指定介護老人福祉施設は、地域及び家庭との結び付きを重視し

た運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介

護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めなければならない。 

３ ユニット型指定介護老人福祉施設は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施

する等の措置を講じなければならない。 

４ ユニット型指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉施設サービスを提供す

るに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報そ

の他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 



 

（令３条例２０・一部改正） 

（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準） 

第２０条 前２条及び次条（第１１条の規定を準用する部分に限る。）に定め

るもののほか、指定介護老人福祉施設の基準は、法第８８条第３項に規定す

る厚生労働省令で定める基準によることとする。 

（準用） 

第２１条 第８条、第９条第２項、第１０条、第１１条及び第１５条の規定は、

指定介護老人福祉施設について準用する。この場合において、第８条中「前

条」とあり、第１０条中「第７条」とあり、及び第１５条中「第１４条」と

あるのは「第２０条」と、第８条及び第９条第２項中「別表第１の指定居宅

サービス等の事業の項に掲げる事業者」とあり、第１０条及び第１１条各号

列記以外の部分中「指定居宅サービス等事業者」とあり、第１５条中「別表

第３の指定地域密着型サービスの事業の項に掲げる事業者」及び「事業を行

う事業所」とあるのは「指定介護老人福祉施設」と、第１０条中「別表第２

の１ 指定居宅サービス等の事業」とあるのは「別表第２の４ 指定介護老

人福祉施設」と、第１１条第１号中「指定居宅サービス等事業者（その者が

法人である場合にあっては、その役員等）又は管理者」とあるのは「指定介

護老人福祉施設を設置する法人の役員等」と、同条第２号中「事業所（当該

指定に係る事業所をいう。次号において同じ。）の業務」とあるのは「業務」

と、同条第３号中「事業所の運営」とあるのは「運営」と、同条第５号及び

第７号中「管理者又は役員等」とあるのは「役員等」と、第１５条中「事業

所内」とあるのは「指定介護老人福祉施設内」と読み替えるものとする。 

（平２６条例９・一部改正） 

第５節 介護老人保健施設の施設、人員、設備及び運営に関する基準 

（平２６条例９・旧第４節繰下） 

（この節の趣旨） 

第２２条 法第９７条第１項から第３項までの規定により条例で定める介護老

人保健施設の基準は、この節に定めるところによる。 

（介護老人保健施設の基本方針） 



 

第２３条 介護老人保健施設（ユニット型介護老人保健施設（施設の全部にお

いて少数の療養室及び当該療養室に近接して設けられる共同生活室（当該療

養室の入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をいう。）により

一体的に構成される場所（次条第１項、第２６条の３第１項及び第２６条の

４第１項において「ユニット」という。）ごとに入居者の日常生活が営まれ、

これに対する支援が行われる介護老人保健施設をいう。次条において同じ。）

を除く。以下この条において同じ。）は、施設サービス計画に基づいて、看

護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常

生活上の世話を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるようにするとともに、居宅における生活への復帰

を目指すものでなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場

に立って介護保健施設サービスの提供に努めなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域及び家庭との結

び付きを重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス

事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提

供する者との密接な連携に努めなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な

体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を

講じなければならない。 

５ 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活

用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平３０条例３７・令３条例２０・一部改正） 

（ユニット型介護老人保健施設の基本方針） 

第２４条 ユニット型介護老人保健施設は、入居者一人一人の意思及び人格を

尊重し、施設サービス計画に基づき、入居者の居宅における生活への復帰を

念頭に置いて、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続したものと

なるよう配慮しながら、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練そ



 

の他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニットにお

いて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援

しなければならない。 

２ ユニット型介護老人保健施設は、地域及び家庭との結び付きを重視した運

営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保

険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めなければならない。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する

等の措置を講じなければならない。 

４ ユニット型介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供するに当た

っては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要

な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（令３条例２０・一部改正） 

（介護老人保健施設の施設、人員、設備及び運営に関する基準） 

第２５条 前２条及び次条（第１１条の規定を準用する部分に限る。）に定め

るもののほか、介護老人保健施設の基準は、法第９７条第４項に規定する厚

生労働省令で定める基準によることとする。 

（準用） 

第２６条 第８条から第１１条までの規定は、介護老人保健施設について準用

する。この場合において、第８条中「前条」とあり、並びに第９条第１項及

び第１０条中「第７条」とあるのは「第２５条」と、第８条及び第９条第２

項中「別表第１の指定居宅サービス等の事業の項に掲げる事業者」とあり、

同条第１項中「指定居宅サービス等事業者の事業所」とあり、並びに第１０

条及び第１１条各号列記以外の部分中「指定居宅サービス等事業者」とある

のは「介護老人保健施設」と、第９条第１項中「指定居宅サービス等事業者

はその事業の」とあるのは「介護老人保健施設はその」と、「指定居宅サー

ビス等の事業」とあるのは「介護老人保健施設の運営」と、第１０条中「別

表第２の１ 指定居宅サービス等の事業」とあるのは「別表第２の５ 介護



 

老人保健施設」と、第１１条第１号中「指定居宅サービス等事業者」とある

のは「介護老人保健施設を設置する者」と、同条第２号中「事業所（当該指

定に係る事業所をいう。次号において同じ。）の業務」とあるのは「業務」

と、同条第３号中「事業所の運営」とあるのは「運営」と読み替えるものと

する。 

（平２６条例９・一部改正） 

第６節 介護医療院の施設、人員、設備及び運営に関する基準 

（平３０条例３７・追加） 

（この節の趣旨） 

第２６条の２ 法第１１１条第１項から第３項までの規定により条例で定める

介護医療院の基準は、この節に定めるところによる。 

（平３０条例３７・追加） 

（介護医療院の基本方針） 

第２６条の３ 介護医療院（ユニット型介護医療院（ユニットごとに入居者の

日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる介護医療院をいう。次条に

おいて同じ。）を除く。以下この条において同じ。）は、長期にわたり療養

が必要である者に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、

医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活

上の世話を行うことにより、その者がその有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるようにするものでなければならない。 

２ 介護医療院は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立っ

て介護医療院サービスの提供に努めなければならない。 

３ 介護医療院は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域及び家庭との結び付き

を重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、

他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。 

４ 介護医療院は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 



 

５ 介護医療院は、介護医療院サービスを提供するに当たっては、法第１１８

条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適

切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平３０条例３７・追加、令３条例２０・一部改正） 

（ユニット型介護医療院の基本方針） 

第２６条の４ ユニット型介護医療院は、長期にわたり療養が必要である入居

者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、入居前の

居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、

療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要

な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニットにおいてその

入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援しな

ければならない。 

２ ユニット型介護医療院は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行

い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設

その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に

努めなければならない。 

３ ユニット型介護医療院は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講じなければならない。 

４ ユニット型介護医療院は、介護医療院サービスを提供するに当たっては、

法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平３０条例３７・追加、令３条例２０・一部改正） 

（介護医療院の施設、人員、設備及び運営に関する基準） 

第２６条の５ 前２条及び次条（第１１条の規定を準用する部分に限る。）に

定めるもののほか、介護医療院の基準は、法第１１１条第４項に規定する厚

生労働省令で定める基準によることとする。 

（平３０条例３７・追加） 

（準用） 



 

第２６条の６ 第８条から第１１条までの規定は、介護医療院について準用す

る。この場合において、第８条中「前条」とあり、並びに第９条第１項及び

第１０条中「第７条」とあるのは「第２６条の５」と、第８条及び第９条第

２項中「別表第１の指定居宅サービス等の事業の項に掲げる事業者」とあり、

同条第１項中「指定居宅サービス等事業者の事業所」とあり、並びに第１０

条及び第１１条各号列記以外の部分中「指定居宅サービス等事業者」とある

のは「介護医療院」と、第９条第１項中「指定居宅サービス等事業者はその

事業の」とあるのは「介護医療院はその」と、「指定居宅サービス等の事業」

とあるのは「介護医療院の運営」と、第１０条中「別表第２の１ 指定居宅

サービス等の事業」とあるのは「別表第２の６ 介護医療院」と、第１１条

第１号中「指定居宅サービス等事業者」とあるのは「介護医療院を設置する

者」と、同条第２号中「事業所（当該指定に係る事業所をいう。次号におい

て同じ。）の業務」とあるのは「業務」と、同条第３号中「事業所の運営」

とあるのは「運営」と読み替えるものとする。 

（平３０条例３７・追加） 

第７節 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準 

（平２６条例９・旧第５節繰下、平３０条例３７・旧第６節繰下） 

（この節の趣旨） 

第２７条 法第５４条第１項第２号の規定により条例で定める基準該当介護予

防サービスの事業の基準並びに法第１１５条の２の２第１項各号並びに第１

１５条の４第１項及び第２項の規定により条例で定める指定介護予防サービ

スの事業の基準は、この節に定めるところによる。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（一般原則） 

第２８条 指定介護予防サービス等の事業を行う者（以下「指定介護予防サー

ビス等事業者」という。）は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用

者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。 



 

２ 指定介護予防サービス等事業者は、指定介護予防サービス等の事業を運営

するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市町村、他の介護予防サー

ビス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連

携に努めなければならない。 

３ 指定介護予防サービス等事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の

ため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施す

る等の措置を講じなければならない。 

４ 指定介護予防サービス等事業者は、指定介護予防サービス等を提供するに

当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他

必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（令３条例２０・一部改正） 

（指定介護予防サービス等の事業の基準） 

第２９条 前条及び次条（第１１条の規定を準用する部分に限る。）に定める

もののほか、指定介護予防サービス等の事業の基準は、法第５４条第２項、

第１１５条の２の２第２項及び第１１５条の４第３項に規定する厚生労働省

令で定める基準によることとする。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（準用） 

第３０条 第８条から第１１条までの規定は、指定介護予防サービス等の事業

について準用する。この場合において、第８条中「前条」とあり、並びに第

９条第１項及び第１０条中「第７条」とあるのは「第２９条」と、第８条及

び第９条中「指定居宅サービス等の事業」とあるのは「指定介護予防サービ

ス等の事業」と、第９条第１項、第１０条並びに第１１条各号列記以外の部

分及び第１号中「指定居宅サービス等事業者」とあるのは「指定介護予防サ

ービス等事業者」と、第１０条中「別表第２の１ 指定居宅サービス等の事

業」とあるのは「別表第２の７ 指定介護予防サービス等の事業」と読み替

えるものとする。 

（平２６条例９・平３０条例３７・一部改正） 

第８節 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営



 

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準 

（平２６条例９・旧第６節繰下、平３０条例３７・旧第７節繰下） 

（この節の趣旨） 

第３１条 法第１１５条の１２の２第１項各号並びに第１１５条の１４第１項

及び第２項の規定により条例で定める指定地域密着型介護予防サービスの事

業の基準は、この節に定めるところによる。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（一般原則） 

第３２条 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の意思及び人格

を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければなら

ない。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、市町村、

他の地域密着型介護予防サービス事業者又は介護予防サービス事業者その他

の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければ

ならない。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の

防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修

を実施する等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サー

ビスを提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険

等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなけれ

ばならない。 

（令３条例２０・一部改正） 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の基準） 

第３３条 前条及び次条（第１１条の規定を準用する部分に限る。）に定める

もののほか、指定地域密着型介護予防サービスの事業の基準は、法第１１５

条の１２の２第２項及び第１１５条の１４第３項に規定する厚生労働省令で



 

定める基準によることとする。 

（平３０条例３７・一部改正） 

（準用） 

第３４条 第８条から第１１条まで及び第１５条の規定は、指定地域密着型介

護予防サービスの事業について準用する。この場合において、第８条中「前

条」とあり、第９条第１項及び第１０条中「第７条」とあり、並びに第１５

条中「第１４条」とあるのは「第３３条」と、第８条及び第９条中「指定居

宅サービス等の事業」とあり、並びに第１５条中「指定地域密着型サービス

の事業」とあるのは「指定地域密着型介護予防サービスの事業」と、第９条

第１項中「指定居宅サービス等事業者は」とあるのは「指定地域密着型介護

予防サービス事業者（別表第３の指定地域密着型介護予防サービスの事業の

項に掲げる事業者を除く。以下この項において同じ。）は」と、「指定居宅

サービス等事業者の」とあるのは「指定地域密着型介護予防サービス事業者

の」と、第１０条並びに第１１条各号列記以外の部分及び第１号中「指定居

宅サービス等事業者」とあるのは「指定地域密着型介護予防サービス事業者」

と、第１０条中「別表第２の１ 指定居宅サービス等の事業」とあるのは「別

表第２の８ 指定地域密着型介護予防サービスの事業」と読み替えるものと

する。 

（平２６条例９・平３０条例３７・一部改正） 

第９節 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準 

（平２６条例９・追加、平３０条例３７・旧第８節繰下） 

（この節の趣旨） 

第３５条 法第５９条第１項第１号の規定により条例で定める基準該当介護予

防支援の基準並びに法第１１５条の２４第１項及び第２項の規定により条例

で定める指定介護予防支援の事業の基準は、この節に定めるところによる。 

（平２６条例９・追加） 

（基本方針） 



 

第３６条 指定介護予防支援等の事業は、その利用者が可能な限りその居宅に

おいて自立した日常生活を営むことができるよう配慮して行われるものでな

ければならない。 

２ 指定介護予防支援等の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、利用者の選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目

標を達成するために、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが当該目標

を踏まえて多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行

われるものでなければならない。 

３ 指定介護予防支援等事業者は、指定介護予防支援等の提供に当たっては、

利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、及び利用者に提

供される介護予防サービス等が特定の種類又は特定の介護予防サービス等の

事業者に不当に偏することのないよう公正かつ中立に行わなければならない。 

４ 指定介護予防支援等事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包

括支援センター、老人介護支援センター、指定居宅介護支援等事業者、他の

指定介護予防支援等事業者、介護保険施設、指定特定相談支援事業者、住民

による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取組を行う

者等との連携に努めなければならない。 

５ 指定介護予防支援等事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

６ 指定介護予防支援等事業者は、指定介護予防支援等を提供するに当たって

は、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

（平２６条例９・追加、令３条例２０・一部改正） 

（指定介護予防支援等の事業の基準） 

第３７条 前条及び次条（第９条第１項及び第１１条の規定を準用する部分に

限る。）に定めるもののほか、指定介護予防支援等の事業の基準は、法第５

９条第２項及び第１１５条の２４第３項に規定する厚生労働省令で定める基

準によることとする。 



 

（平２６条例９・追加、令３条例２０・一部改正） 

（準用） 

第３８条 第９条第１項、第１０条及び第１１条の規定は、指定介護予防支援

等の事業について準用する。この場合において、第９条第１項及び第１０条

中「第７条」とあるのは「第３７条」と、第９条第１項、第１０条並びに第

１１条各号列記以外の部分及び第１号中「指定居宅サービス等事業者」とあ

るのは「指定介護予防支援等事業者」と、第９条第１項中「指定居宅サービ

ス等の事業」とあるのは「指定介護予防支援等の事業」と、第１０条中「別

表第２の１ 指定居宅サービス等の事業」とあるのは「別表第２の９ 指定

介護予防支援等の事業」と読み替えるものとする。 

（平２６条例９・追加、平３０条例３７・一部改正） 

第５章 地域包括支援センターの包括的支援事業を実施するために必要

な基準 

（平２６条例９・追加） 

（地域包括支援センターの職員に係る基準等） 

第３９条 法第１１５条の４６第５項の条例で定める基準は、同条第６項に規

定する厚生労働省令で定める基準によることとする。 

（平２６条例９・追加、令３条例２０・一部改正） 

第６章 雑則 

（平２６条例９・旧第５章繰下） 

（委任） 

第４０条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（平２６条例９・旧第３５条繰下） 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に整備したサービスの提供に関する記録については、

第１０条（第１６条、第２１条、第２６条、第３０条、第３４条及び付則第



 

８項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、法第４２条第２

項及び第７４条第３項に規定する厚生労働省令で定める基準によることとす

る。 

（平２８条例３１・一部改正） 

３ この条例の施行の際現に存する指定地域密着型介護老人福祉施設及び指定

介護老人福祉施設については、第１４条及び第２０条の規定にかかわらず、

居室の定員は、４人以下とする。ただし、この条例の施行の日以後に増築を

する場合における当該増築に係る部分にあっては、この限りでない。 

（他市町村に所在する指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介

護予防サービス事業者の指定の特例） 

４ 市外に事業所が所在する指定地域密着型サービス事業者又は指定地域密着

型介護予防サービス事業者に係る法第４２条の２第１項若しくは第５４条の

２第１項の指定又は法第７８条の１２若しくは第１１５条の２１において準

用する法第７０条の２第１項の指定の更新については、第３条第２項及び第

４項、第４条第１項、第１２条から第１６条まで並びに第３１条から第３４

条までの規定にかかわらず、当該事業所が所在する市町村の条例で定める基

準によることとする。 

（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設及びユニット型指定介護老人

福祉施設の設備に関する基準の特例） 

５ 国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第８条第７項の規定に

よる内閣総理大臣の認定を受けた区域計画（同条第１項に規定する区域計画

をいう。）に定められたユニット型指定介護老人福祉施設の共同生活室に関

する特例事業を実施するユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年

厚生労働省令第３４号）第１５８条に規定するユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設をいう。）又はユニット型指定介護老人福祉施設にあっては、

第１４条の規定によりその基準によることとされる同令第１６０条第１項第

１号ロ（１）又は第２０条の規定によりその基準によることとされる指定介

護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第



 

３９号）第４０条第１項第１号ロ（１）の規定にかかわらず、隣接する２の

ユニットの共同生活室を一体的に利用できるものとする。この場合において、

当該共同生活室は、隣接する２のユニットの入居者が交流し、及び共同生活

を営むための場所としてふさわしい形状を有するものでなければならない。 

（平２８条例３１・追加） 

（指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準の特例） 

６ この条例の施行の日から平成３６年３月３１日までの間は、健康保険法等

の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１

項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定によ

る改正前の介護保険法（次項において「旧法」という。）第１１０条第１項

及び第２項の規定により条例で定める指定介護療養型医療施設の基準は、次

項及び付則第８項に定めるとおりとする。 

（平２８条例３１・旧第５項繰下・一部改正、平３０条例１１・一部改

正） 

７ 次項（第１１条の規定を準用する部分に限る。）に定めるもののほか、指

定介護療養型医療施設の基準は、旧法第１１０条第３項に規定する厚生労働

省令で定める基準によることとする。 

（平２８条例３１・旧第６項繰下） 

８ 第８条から第１１条までの規定は、指定介護療養型医療施設について準用

する。この場合において、第８条中「前条」とあり、並びに第９条第１項及

び第１０条中「第７条」とあるのは「付則第７項」と、第８条及び第９条第

２項中「別表第１の指定居宅サービス等の事業の項に掲げる事業者」とあり、

同条第１項中「指定居宅サービス等事業者の事業所」とあり、並びに第１０

条及び第１１条各号列記以外の部分中「指定居宅サービス等事業者」とある

のは「指定介護療養型医療施設」と、第９条第１項中「指定居宅サービス等

事業者はその事業の」とあるのは「指定介護療養型医療施設はその」と、「指

定居宅サービス等の事業」とあるのは「指定介護療養型医療施設の運営」と、

第１０条中「別表第２の１ 指定居宅サービス等の事業の表の左欄に掲げる

サービスの種類に応じ、同表の右欄に掲げる記録については、それぞれの」



 

とあるのは「施設サービス計画及び提供した具体的なサービスの内容等の記

録を」と、第１１条第１号中「指定居宅サービス等事業者」とあるのは「指

定介護療養型医療施設を設置する者」と、同条第２号中「事業所（当該指定

に係る事業所をいう。次号において同じ。）の業務」とあるのは「業務」と、

同条第３号中「事業所の運営」とあるのは「運営」と読み替えるものとする。 

（平２８条例３１・旧第７項繰下・一部改正） 

（北九州市介護保険条例の一部改正） 

９ 北九州市介護保険条例（平成１２年北九州市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

〔次のよう略〕 

（平２８条例３１・旧第８項繰下） 

付 則（平成２６年３月３１日条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に整備したサービスの提供に関する記録については、

改正後の第１６条の５（第１０条の規定を準用する部分に限る。）及び第３

８条（第１０条の規定を準用する部分に限る。）の規定にかかわらず、改正

後の別表第２の３ 指定居宅介護支援等の事業の表の右欄に掲げる記録にあ

っては介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４７

条第２項及び第８１条第３項に規定する厚生労働省令で定める基準に、改正

後の別表第２の８ 指定介護予防支援等の事業の表の右欄に掲げる記録にあ

っては法第５９条第２項及び第１１５条の２４第３項に規定する厚生労働省

令で定める基準によることとする。 

付 則（平成２７年３月１７日条例第６号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則（平成２８年３月３１日条例第１４号）抄 

（施行期日） 



 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第２条の規定（北九

州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例別表第４の老人福祉施設のふ

れあいむら社ノ木デイサービスセンターの項の改正規定中「又は第５３条第

２項第１号」及び「又は指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第１００条第３項各号」

を削る部分並びに同表の老人福祉施設の特別養護老人ホームの介護保険法第

８条第９項に規定する短期入所生活介護又は同法第８条の２第７項に規定す

る介護予防短期入所生活介護を受けた場合の項の改正規定に限る。）及び第

３条の規定（北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例別表第１の指定介護予防サービス等の事業の項の改正規定及び

同条例別表第２の６ 指定介護予防サービス等の事業の表の改正規定に限

る。）は平成３０年４月１日から、第３条の規定（同条例別表第１の指定介

護予防サービス等の事業の項の改正規定及び同条例別表第２の６ 指定介護

予防サービス等の事業の表の改正規定を除く。）は、平成２８年４月１日か

ら施行する。 

付 則（平成２８年６月２２日条例第３１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成３０年３月３０日条例第１１号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則（平成３０年６月２２日条例第３７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に整備したサービスの提供に関する記録については、

改正後の北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる記録の区分に応じ、当該各号に定める基準によることとする。 

（１） 北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関



 

する条例別表第２の１の表の右欄（指定訪問介護、指定通所介護又は指定

短期入所生活介護の事業のうち介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）第７２条の２に規定する共生型居宅サービス事業に係

るものに限る。）に掲げる記録 法第７４条第３項に規定する厚生労働省

令で定める基準 

（２） 北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例別表第２の２の表の右欄（指定地域密着型通所介護の事業のうち

法第７８条の２の２に規定する共生型地域密着型サービス事業に係るもの

に限る。）に掲げる記録 法第７８条の４第３項に規定する厚生労働省令

で定める基準 

（３） 改正後の条例別表第２の６の表の右欄に掲げる記録 法第１１１条

第４項に規定する厚生労働省令で定める基準 

（４） 改正後の条例別表第２の７の表の右欄（指定介護予防短期入所生活

介護の事業のうち法第１１５条の２の２に規定する共生型介護予防サービ

ス事業に係るものに限る。）に掲げる記録 法第１１５条の４第３項に規

定する厚生労働省令で定める基準 

付 則（令和３年６月２５日条例第２０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定によ

る改正後の北九州市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例第３

条第４項の規定、第２条の規定による改正後の北九州市養護老人ホーム及び

特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例第３条第４項、第９

条第５項及び第１０条第３項の規定並びに第３条の規定による改正後の北九

州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第６

条第３項、第１３条第３項、第１６条の３第５項、第１８条第４項、第１９

条第３項、第２３条第４項、第２４条第３項、第２６条の３第４項、第２６

条の４第３項、第２８条第３項、第３２条第３項及び第３６条第５項の規定



 

の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じる

よう努めなければ」とする。 

別表第１（第８条、第９条、第１６条、第３０条、第３４条関係） 

（平２７条例６・平２８条例１４・一部改正） 

事業の種類 事業者 

指定居宅サービス等の事業 指定通所介護事業者 

指定療養通所介護事業者 

指定通所リハビリテーション事業者 

指定短期入所生活介護事業者 

指定短期入所療養介護事業者 

指定特定施設入居者生活介護事業者 

指定地域密着型サービスの

事業 

指定地域密着型通所介護事業者 

指定認知症対応型通所介護事業者 

指定小規模多機能型居宅介護事業者 

指定認知症対応型共同生活介護事業者 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者 

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

事業者 

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者 

指定介護予防サービス等の

事業 

指定介護予防通所リハビリテーション事業者 

指定介護予防短期入所生活介護事業者 

指定介護予防短期入所療養介護事業者 

指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者 

指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業 

指定介護予防認知症対応型通所介護事業者 

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者 

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者 

別表第２（第１０条、第１６条、第１６条の５、第２１条、第２６条、第２６

条の６、第３０条、第３４条、第３８条関係） 

（平２６条例９・平２７条例６・平２８条例１４・平３０条例３７・一



 

部改正） 

１ 指定居宅サービス等の事業 

サービスの種類 記録 

指定訪問介護 訪問介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定訪問入浴介護 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定訪問看護 主治の医師による指示の文書 

訪問看護計画 

訪問看護報告書 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定訪問リハビリテーショ

ン 

訪問リハビリテーション計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定居宅療養管理指導 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定通所介護 通所介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定療養通所介護 療養通所介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定通所リハビリテーショ

ン 

通所リハビリテーション計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定短期入所生活介護 短期入所生活介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定短期入所療養介護 短期入所療養介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定特定施設入居者生活介

護 

特定施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定福祉用具貸与 福祉用具貸与計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定特定福祉用具販売 特定福祉用具販売計画 



 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

２ 指定地域密着型サービスの事業 

サービスの種類 記録 

指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画 

主治の医師による指示の文書 

訪問看護報告書 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定夜間対応型訪問介護 夜間対応型訪問介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定地域密着型通所介護 地域密着型通所介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定認知症対応型通所介護 認知症対応型通所介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定小規模多機能型居宅介

護 

居宅サービス計画 

小規模多機能型居宅介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定認知症対応型共同生活

介護 

認知症対応型共同生活介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定地域密着型特定施設入

居者生活介護 

地域密着型特定施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

地域密着型施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定看護小規模多機能型居

宅介護 

居宅サービス計画 

看護小規模多機能型居宅介護計画 

主治の医師による指示の文書 

看護小規模多機能型居宅介護報告書 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

３ 指定居宅介護支援等の事業 



 

サービスの種類 記録 

指定居宅介護支援等 指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する

記録 

個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居

宅介護支援台帳 

（１） 居宅サービス計画 

（２） アセスメントの結果の記録 

（３） サービス担当者会議等の記録 

（４） モニタリングの結果の記録 

４ 指定介護老人福祉施設 

サービスの種類 記録 

指定介護老人福祉施設 施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

５ 介護老人保健施設 

サービスの種類 記録 

介護老人保健施設 施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

６ 介護医療院 

サービスの種類 記録 

介護医療院 施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

７ 指定介護予防サービス等の事業 

サービスの種類 記録 

指定介護予防訪問入浴介護 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防訪問看護 主治の医師による指示の文書 

介護予防訪問看護計画 

介護予防訪問看護報告書 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 



 

指定介護予防訪問リハビリ

テーション 

介護予防訪問リハビリテーション計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防居宅療養管理

指導 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防通所リハビリ

テーション 

介護予防通所リハビリテーション計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防短期入所生活

介護 

介護予防短期入所生活介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防短期入所療養

介護 

介護予防短期入所療養介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防特定施設入居

者生活介護 

介護予防特定施設サービス計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定特定介護予防福祉用具

販売 

特定介護予防福祉用具販売計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

８ 指定地域密着型介護予防サービスの事業 

サービスの種類 記録 

指定介護予防認知症対応型

通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防小規模多機能

型居宅介護 

指定介護予防サービス等の利用に係る計画 

介護予防小規模多機能型居宅介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

指定介護予防認知症対応型

共同生活介護 

介護予防認知症対応型共同生活介護計画 

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

９ 指定介護予防支援等の事業 

サービスの種類 記録 

指定介護予防支援等 指定介護予防サービス事業者等との連絡調整に関



 

する記録 

個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介

護予防支援台帳 

（１） 介護予防サービス計画 

（２） アセスメントの結果の記録 

（３） サービス担当者会議等の記録 

（４） モニタリングの結果の記録 

別表第３（第１５条、第１６条、第３４条関係） 

（平２７条例６・平２８条例１４・一部改正） 

事業の種類 事業者 

指定地域密着型サービスの

事業 

指定地域密着型通所介護事業者 

指定小規模多機能型居宅介護事業者 

指定認知症対応型共同生活介護事業者 

指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者 

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

事業者 

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者 

指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業 

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者 

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者 

 


